
独立行政法人国立高等専門学校機構における情報開示の手数料に係る要項 

 

理事長裁定 

制  定 平成１６年 ４月 １日 

一部改正 平成１９年 ３月３０日 

一部改正 令和 ２年 ７月３１日 

一部改正 令和 ４年 ３月１１日 

一部改正 令和 ５年 ６月１６日 

 

（趣旨） 

第１条 この要項は，独立行政法人国立高等専門学校機構情報公開取扱規則第１７条に基づき，独立

行政法人国立高等専門学校機構（以下「機構」という。）における情報公開の実施に係る手数料に

関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（手数料の額） 

第２条 機構の情報公開の実施に係る手数料の額は，次の各号に掲げる手数料の区分に応じ，それぞ

れ当該各号に定める額とする。 

 一 開示請求に係る手数料（以下「開示請求手数料」という。） 開示請求に係る法人文書１件に

つき３００円 

 二 開示の実施に係る手数料（以下「開示実施手数料」という。） 開示を受ける法人文書１件に

つき，別表１に掲げる開示の実施の方法に応じ，それぞれ同表に定める額（複数の実施の方法に

より開示を受ける場合にあっては，その合算額。以下この号及び次項において「基本額」とい

う。）に，別表２に掲げる開示の実施のために要する費用で，開示請求者に負担させることが適

切と認められる額を加えた額。ただし，基本額（法第１５条第５項の規定により更に開示を受け

る場合にあっては，当該開示を受ける場合の基本額に既に開示の実施を求めた際の基本額を加え

た額）が３００円に達するまでは無料とし，３００円を超えるとき（同項の規定により更に開示

を受ける場合であって既に開示の実施を求めた際の基本額が３００円を超えるときを除く。）は

当該基本額から３００円を減じた額とする。 

２ 開示請求者が次の各号のいずれかに該当する複数の法人文書の開示請求を一の開示請求書によっ

て行うときは，前項第１号の規定の適用については，当該複数の法人文書を１件の法人文書とみな

し，かつ，当該複数の法人文書である法人文書の開示を受ける場合における同項第２号ただし書の

規定の適用については，当該複数の法人文書である法人文書に係る基本額に先に開示の実施を求め

た当該複数の法人文書である他の法人文書に係る基本額を順次加えた額を基本額とみなす。 

 一 １つの法人文書ファイルにまとめられた月を異にする法人文書で，当該年度内のもの 

 二 前号に掲げるもののほか，相互に密接な関連を有する複数の法人文書 

 

（手数料の納付方法） 

第３条 開示請求手数料又は開示実施手数料は，銀行振込，現金，小切手又は郵便為替証書等により

納付しなければならない。 

２ 前項において，納付に係る手数料等は開示請求者等の負担とする。 

３ 法人文書の開示を受ける者は，開示実施手数料のほか郵送料を納付して，法人文書の写しの送付

を求めることができる。この場合において，当該郵送料は，郵便切手で納付しなければならない。 



４ 前項の規定にかかわらず，法人文書の開示を受ける者は，オンラインによる方法（電子情報処理

組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって，個人情報の保護に関する法

律施行規則（平成２８年個人情報保護委員会規則第３号）第３３条に定める電磁的方法をいう。）

での法人文書の写しの送付を求めることができる。 

 

（手数料の減免） 

第４条 理事長は，法人文書の開示を受ける者が次の各号の経済的困難等の理由により開示実施手数

料を納付する資力がないと認めるときは，開示請求１件につき２，０００円を限度として，開示実

施手数料を減額し，又は免除することができる。 

 一 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第１１条第１項第各号に掲げる扶助を受けており，

手数料を納付する資力がないもの。 

 二 その他の無収入者で，手数料を納付する資力がないもの。 

２ 前項の規定による開示実施手数料の減額又は免除を受けようとする者は，法第１５条第３項又は

第５項の規定による申出を行う際に，併せて当該減額又は免除を求める額及びその理由を記載した

申請書（別記様式１）を理事長に提出しなければならない。 

３ 前項の申請書には，当該扶助を受けていることを証明する書面又は，その事実を証明する書面を

添付しなければならない。 

４ 理事長は，開示手数料の減額又は免除の決定をしたときは，開示実施手数料の減額（免除）決定

通知書（別記様式２）を，減額又は免除の理由に該当しないときは，開示実施手数料の減額（免除）

について（別記様式３）により開示を受ける者に対し通知するものとする。 

５ 第１項の規定によるもののほか，理事長は，開示決定に係る法人文書を一定の開示の実施の方法

により一般に周知させることが適当であると認めるときは，当該開示の実施の方法に係る開示実施

手数料を減額し，又は免除することができる。 

 

   附 則（平成１６年４月１日 制定） 

 この要項は，平成１６年４月１日から施行する。 

 

   附 則（平成１９年３月３０日 一部改正） 

 この要項は，平成１９年４月１日から施行する。 

 

   附 則（令和２年７月３１日 一部改正） 

 この要項は，令和２年７月３１日から施行する。 

 

   附 則（令和４年３月１１日 一部改正） 

 この要項は，令和４年３月１１日から施行し，令和３年４月１日から適用する。 

 

   附 則（令和５年６月１６日 一部改正） 

 この要項は，令和５年６月１６日から施行する。 

 



別表１ 

 

法人文書の種別 

 

 

開示の実施の方法 

 

開示実施手数料の額 

  

１．文書又は図

画（２の項か

ら４の項まで

又は８の項に

該当するもの

を除く。） 

 

イ．閲覧 

 

 

１００枚までごとにつき１００円 

 

ロ．撮影した写真フィルムを印画

紙に印画したものの閲覧 

 

 

１枚につき１００円に１２枚まで

ごとに７６０円を加えた額 

 

ハ．複写機により用紙に複写した

ものの交付（ニに掲げる方法に

該当するものを除く。） 

 

 

用紙１枚につき１０円（Ａ２判に

ついては４０円，Ａ１判について

は８０円） 

 

ニ．複写機により用紙にカラーで

複写したものの交付 

 

 

用紙１枚につき２０円（Ａ２判に

ついては１４０円，Ａ１判につい

ては１８０円） 

 

 

ホ．撮影した写真フィルムを印画

紙に印画したものの交付 

 

１枚につき１２０円（縦２０３ミ

リメートル，横２５４ミリメート

ルのものについては，５２０円）

に１２枚までごとに７６０円を加

えた額 

 

 

ヘ．スキャナにより読み取ってで

きた電磁的記録をフレキシブル

ディスクカートリッジに複写し

たものの交付 

 

 

１枚につき５０円に当該文書，又

は図画１枚ごとに１０円を加えた

額 

 

 

ト．スキャナにより読み取ってで

きた電磁的記録を光ディスク

（日本産業規格Ｘ０６０６及び

Ｘ６２８１に適合する直径１２

０ミリメートルの光ディスクの

再生装置で再生することが可能

 

１枚につき１００円に当該文書，

又は図画１枚ごとに１０円を加え

た額 



なものに限る。）に複写したも

のの交付 

 

 

チ．スキャナにより読み取ってで

きた電磁的記録を光ディスク

（日本産業規格Ｘ６２４１に適

合する直径１２０ミリメートル

の光ディスクの再生装置で再生

す る こ と が 可 能 な も の に 限

る。）に複写したものの交付 

 

 

１枚につき１２０円に当該文書，

又は図画１枚ごとに１０円を加え

た額 

 

リ．オンラインによる方法 

 

 

当該文書又は図画１枚につき 10

円 

 

２．マイクロフ

ィルム 

 

イ．用紙に印刷したものの閲覧 

 

 

用紙１枚につき１０円 

 

ロ．専用機器により映写したもの

の閲覧 

 

 

１巻につき２９０円 

 

 

ハ．用紙に印刷したものの交付 

 

用紙１枚につき８０円（Ａ３判に

ついては１４０円，Ａ２判につい

ては３７０円，Ａ１判については

６９０円） 

 

 

３．写真フィル

ム 

 

イ．印画紙に印画したものの閲覧 

 

 

１枚につき１０円 

 

ロ．印画紙に印画したものの交付 

 

 

１枚につき３０円（縦２０３ミリ

メートル，横２５４ミリメートル

のものについては，４３０円） 

 

 

４ ． ス ラ イ ド

（９の項に該

当するものを

除く。） 

 

イ．専用機器により映写したもの

の閲覧 

 

 

 

１巻につき３９０円 



 

ロ．印画紙に印画したものの交付 

 

１枚につき１００円（縦２０３ミ

リメートル，横２５４ミリメート

ルのものについては１３００円） 

 

 

５．録音テープ

（９の項に該

当するものを

除く。）又は

録音ディスク 

 

イ．専用機器により再生したもの

の聴取 

 

 

１巻につき２９０円 

 

ロ．録音カセットテープに複写し

たものの交付 

 

 

１巻につき４３０円 

 

６．ビデオテー

プ又はビデオ

ディスク 

 

 

イ．専用機器により再生したもの

の視聴 

 

 

１巻につき２９０円 

 

ロ．ビデオカセットテープに複写

したものの交付 

 

 

１巻につき５８０円 

 

７．電磁的記録

（５の項，６

の項，又は８

の項に該当す

る も の を 除  

く。） 

 

イ．用紙に出力したものの閲覧 

 

 

用紙１００枚までごとにつき  

２００円 

 

 

ロ．専用機器により再生したもの

の閲覧又は視聴 

 

 

１ファイルにつき４１０円 

 

ハ．用紙に出力したものの交付

（ニに掲げる方法に該当する 

ものを除く。） 

 

 

用紙１枚につき１０円 

 

ニ．用紙にカラーで出力したもの

の交付 

 

 

用紙１枚につき２０円 

 

ホ．フレキシブルディスクカート

リッジに複写したものの交 付 

 

１枚につき５０円に１ファイルご

とに２１０円を加えた額 



 

ヘ．光ディスク（日本産業規格Ｘ

０６０６及びＸ６２８１に 適

合する直径１２０ミリメートル

の光ディスクの再生装置 で再

生することが可能なものに限

る。）に複写したものの交付 

 

 

１枚につき１００円に１ファイル

ごとに２１０円を加えた額 

 

ト．光ディスク（日本産業規格 

Ｘ６２４１に適合する直径１２

０ミリメートルの光ディスクの

再生装置で再生することが可能

なものに限る。）に複写したも

のの交付 

 

 

１枚につき１２０円に１ファイル

ごとに２１０円を加えた額 

 

チ．オンラインによる方法 

 

 

１ファイルごとにつき 210 円。た

だし，１ファイルのデータ容量が

10GB を超える場合は，10GB ごと

に 50 円を加えた額 

 

 

リ．幅１２．７ミリメートルのオ

ープンリールテープに複写した

ものの交付 

 

 

１巻につき７０００円に１ファイ

ルごとに２１０円を加えた額 

 

ヌ．幅１２．７ミリメートルの磁

気テープカートリッジに複写し

たものの交付 

 

１巻につき８００円（日本産業規

格Ｘ６１３５に適合するものにつ

いては２５００円，国際規格  

１４８３３，１５８９５又は  

１５３０７に適合するものについ

てはそれぞれ８６００円，１０５

００円又は１２９００円）に１フ

ァイルごとに２１０円を加えた額 

 

 

ル．幅８ミリメートルの磁気テー

プカートリッジに複写したもの

の交付 

 

１巻につき１８００円（日本産業

規格Ｘ６１４２に適合するものに

ついては２６００円，国際規格 



１５７５７に適合するものについ

ては３２００円）に１ファイルご

とに２１０円を加えた額 

 

 

 

ヲ．幅３．８１ミリメートルの磁

気テープカートリッジに複写し

たものの交付 

 

１巻につき５９０円（日本産業規

格Ｘ６１２９，Ｘ６１３０又は 

Ｘ６１３７に適合するものについ

ては，それぞれ８００円，１３０

０円又は１７５０円）に１ファイ

ルごとに２１０円を加えた額 

 

 

８．映画フィル

ム 

 

イ．専用機器により映写したもの

の視聴 

 

 

１巻につき３９０円 

 

ロ．ビデオカセットテープに複写

したものの交付 

 

６８００円（１６ミリメートル映

画フィルムについては１３０００

円，３５ミリメートル映画フィル

ムについては１０１００円）に記

録時間１０分までごとに２７５０

円（１６ミリメートル映画フィル

ムについては３２００円，３５ミ

リメートル映画フィルムについて

は２６５０円）を加えた額 

 

 

９．スライド及

び録音テープ

（スライド及

び当該スライ

ドの内容に関

する音声を記

録した録音テ

ープを同時に

視聴する場合

におけるもの

に限る。） 

 

 

イ．専用機器により再生したもの

の視聴 

 

 

１巻につき６８０円 

 

ロ．ビデオカセットテープに複写

したものの交付 

 

５２００円（スライド２０枚を超

える場合にあっては，５２００円

にその超える枚数１枚につき  

１１０円を加えた額） 



備考 １の項ハ若しくはニ，２の項ハ又は７の項ハ若しくはニの場合において，両面印刷  

の用紙を用いるときは，片面を１枚として額を算定する。 



別表２ 

法人文書の種別 開示の実施の方法 開示の実施のために要する費用 

 

文書又は図画 

 

 

閲覧 

 

当該法人文書の閲覧場所への搬入に

要する実費額 

 

 

文書又は図画 

 

 

複写機により用紙に複写した

ものの閲覧 

 

 

当該法人文書の複写に要する実費額 

 



別記様式１ 

  年  月  日 

 

開示実施手数料の減額（免除）申請書 

 

 

  独立行政法人国立高等専門学校機構 殿 

 

 

                    氏名又は名称 

 

                    住所又は居所 

 

                    連絡先電話番号 

 

 

 独立行政法人国立高等専門学校機構情報公開取扱規則第１７条及び情報公開の手数料に

係る要項第４条の規定に基づき，下記のとおり法人文書の開示実施手数料の減額（免除）

を申請します。 

記 

 

１ 開示決定のあった法人文書の名称等 

 

 

  （開示決定通知書の日付・番号） 

 

 

２ 減額（免除）を申請する額 

 

 

３ 減額（免除）を申請する理由 

 

 ア）生活保護法(昭和２５年法律第１４４号)第１１条第１項第 号に掲げる扶助を受け  

ており，手数料を納付する資力がないため 

 

 イ）その他（                                ） 

 

 ※注 ア又はイのいずれかに○印を付してください。 

    アに○を付した場合は，当該扶助を受けていることを証明する書面を添付してください。 

    イに○を付した場合は，その理由を具体的に記載するとともに，その事実を証明する書面を添付     

してください。 



別記様式２ 

      第   号 

  年  月  日 

 

 

開示実施手数料の減額（免除）決定通知書 

 

 

  （減額（免除）申請者）   様 

 

 

                 独立行政法人国立高等専門学校機構        

                             （公印省略）      

 

 

     年  月  日付けで申請のありました開示請求実施手数料の減額（免除）申

請について，独立行政法人国立高等専門学校機構情報公開の手数料に係る要項第４条の規

定に基づき，下記のとおり減額（免除）することとしましたので通知いたします。 

 

記 

 

１ 対象となる法人文書の名称とその開示の実施方法 

 

   法人文書の名称： 

 

   開示の実施方法： 

 

 

２ 開示実施手数料を減額（免除）する額 

 

 

 

                    担当窓口 

                      独立行政法人国立高等専門学校機構 

                      （学校名）             

                      （担当課・係名）          

                      （住所）              

                      （ＴＥＬ）             

                      （ＦＡＸ）             



別記様式３ 

      第   号 

  年  月  日 

 

開示実施手数料の減額（免除）決定通知書 

 

 

  （減額（免除）申請者）   様 

 

 

                 独立行政法人国立高等専門学校機構        

                             （公印省略）      

 

 

     年  月  日付けで申請のありました開示請求実施手数料の減額（免除）申

請については，独立行政法人国立高等専門学校機構情報公開の手数料に係る要項第４条に

規定する減額（免除）理由に該当しませんので通知いたします。 

 

記 

 

１ 対象となる法人文書の名称とその開示の実施方法 

 

   法人文書の名称： 

 

   開示の実施方法： 

 

 

２ 減額（免除）申請のあった開示実施手数料の額 

 

 

３ 減額（免除）が認められない理由等 

 

 

（※注 開示の実施を受ける場合には，上記２の開示実施手数料の追納が必要です。） 

 

                    担当窓口 

                      独立行政法人国立高等専門学校機構 

                      （学校名）             

                      （担当課・係名）          

                      （住所）              

                      （ＴＥＬ）             

                      （ＦＡＸ）             


